
⚫ 行政事業レビュー実施要領に基づき、事業の改善に向けた職員の意識改革・行動変容を促すため、事業所管部局による自
主的な事業改善の取組のうち、優れた取組を優良事業改善事例として選定

⚫ 当省では、省内で優良事業改善事例を募集するとともに、行政事業レビュー推進チーム（会計課・業務改革課）内で該当
案件の検討を行った結果、３事業を選定

⚫ 選定にあたっては、これまでのEBPMの取組、レビューシートの内容が当省の「政策立案・効果検証のための成果指標の
設定ガイド」に沿っているか等を中心に確認

⚫ なお、優良事例は、各府省庁から行政改革推進事務局に提出され、EBPM推進委員会において紹介

１．趣旨・背景
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令和７年度 優良事業改善事例について（概要）

２．今年度の優良事業改善事例

⚫ 中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金【経済産業政策局 地域経済産業政策課】
⚫ 次期航空機開発等支援事業【製造産業局 航空機武器産業課】
⚫ 半導体関連事業【商務情報政策局 情報産業課】
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優良事業改善事例の内容①

• 経済産業政策新機軸部会（第4次中間整理）における大規模EBPM事業の一つ。
• 公募申請者・採択者から得られる申請データ等を用いて、①公募申請者アンケート分析、②公募採択者の効果分析、③想定税収増効果分

析を実施するなど、事業期間中に積極的にEBPMを実施。
• １次公募結果等を踏まえ、２次公募要件に特別枠（早期投資への優遇措置）を措置するなど、随時の事業改善（PDCA）を図っている。

中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金【積極的な期中分析、PDCA】

アクティビティ 短期アウトカム モニタリング指標 長期アウトカム

中堅・中小企業が、持続的な賃上げを目的に、
足元の人手不足に対応するための省力化等に
よる労働生産性の抜本的な向上と事業規模の
拡大を図るために行う工場等の拠点新設や大
規模な設備投資に対して補助を行う

交付決定企業の申請計画において、従業員
１人当たり給与支給総総額伸び率が、地域
別最低賃金伸び率を超えること

以下の指標を定期的にモニタリング
・事業の完了見込み ・設備投資額
・売上高・従業員数 ・労働生産性
・給与支給総額 等

従業員１人当たり給与支給総総額伸び率が、
地域別最低賃金伸び率を超えること

交付決定企業において時間当たり労働生産
性の伸び率が年率10%以上の中堅企業数を
増加させる

交付決定企業の申請計画における労働生産
性伸び率が年率10%以上向上

アンケート結果や効果分析等を踏まえ、
必要に応じて本補助金の制度・運用を改善

公募採択者の申請データ等に基づく効果分析

（出典）経産省HP「大規模事業EBPM」：中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金効果検証シナリオ

ロジックモデル（概略）

https://www.meti.go.jp/policy/policy_management/ebpm/kensyo_shinario/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/policy_management/ebpm/kensyo_shinario/250331_chuken.pdf
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• 本事業は、2025レビューシート新規作成事業。素案段階では長期アウトカムが環境対策面のみであった。
• 行革事務局のガイドブック及び当省策定の「成果指標設定ガイド」の趣旨も踏まえ、 担当課で自主的に検討した結果、環境対策面（G)

のみならず、産業競争力の向上（X）に資するアウトカムも新たに設定され、全体的に、事業目的・事業内容に即した複線的なアウトカ
ムが設定された。

次期航空機開発等支援事業【レビューシートの改善】

＜Before：長期アウトカムが単一＞ ＜After：長期アウトカムに産業競争力の観点が追加＞

※MROとは、Maintenance（整備）、Repair（修理）、Overhaul（分解・点検等）の頭文字を取ったもの

アクティビティ①② ①次期航空機開発プロジェ
クトへの参画・低燃費エン
ジン開発のための実証等支
援

②エンジンMRO（※）の国
内での実施体制構築のため
の設備投資支援

短期アウトカム①② ①本事業を通じた設備投
資・生産実証により次期航
空機開発プロジェクトに参
画する。

②エンジンの分解から試運
転まで一貫した整備を実施
する上で、高効率で稼働す
ることが可能な体制や運用
を構築する。

長期アウトカム① ①本事業を通じた2050年時点での脱炭素効果

アクティビティ①② ①次期航空機開発プロジェ
クトへの参画・低燃費エン
ジン開発のための実証等支
援

②エンジンMRO（※）の国
内での実施体制構築のため
の設備投資支援

短期アウトカム①② ①本事業を通じた設備投
資・生産実証により次期航
空機開発プロジェクトに参
画する。

②エンジンの分解から試運
転まで一貫した整備を実施
する上で、高効率で稼働す
ることが可能な体制や運用
を構築する。

長期アウトカム① ①本事業を通じた2050年時点での脱炭素効果

長期アウトカム②③ ②次期航空機開発プロジェ
クトにおいて要求される月
産80機レベルの生産レート
に対応できる生産体制の実
現

③海外からの受託も含めて
年間100台規模のエンジン
ＭＲＯ事業を展開

長期アウトカムが単一

事業目的に合わせて長期
アウトカムを２つ追加

優良事業改善事例の内容②
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優良事業改善事例の内容③

• 「EBPMアクションプラン2024」（経済財政諮問会議決定）のもと、事業単位ではなく、政策単位でのEBPMを実施。
• 本事業の政策目標であるAI・半導体分野の①産業競争力強化、②安定的な生産能力確保、③エネルギー効率化をそれぞれ最終アウトカ

ムに落とし込むとともに、具体的な分析・検証方法等を確立。さらに、進捗状況を点検・評価するため、KGI・KPIを定めている。
• 策定したロジックモデル等は、優良事例として第16回経済財政諮問会議おいて紹介されている。

半導体関連事業【政策単位でのEBPMの実施、複線的なアウトカム】

政策目標：我が国産業の発展と社会のデジタル化による高度化に必要不可欠なAI・半導体分野の産業競争力を強化させるとともに、安定的な生
産能力を確保することで、経済安全保障を確保するとともにエネルギー効率化に繋げること。

最終アウトカム指標 関連施策

【半導体の国内生産基盤強化】
〇次世代半導体の量産確立に向けた支援
〇先端半導体の国内生産基盤確保に向けた
支援

〇従来型半導体・製造装置・部素材・電子
部品の生産基盤確保に向けた支援

〇従来型半導体の生産量に応じた税制措置
など

中間アウトカム指標

〇グローバルな半導体市場におけ
る日本シェア
（ロジック、メモリ、アナログ、製造
装置、部素材、電子部品等）

○公的支援により実現した各種半
導体・製造装置・部素材・電子
部品の国内生産能力

○公的支援により誘発された各種
半導体・製造装置・部素材・電子
部品やその他の分野における官
民投資額

〇公的支援により確立された各種
半導体・製造装置・部素材・電子
部品の国内生産技術の重要性・
不可欠性

など

【新技術の確立に向けた研究開発】
〇将来技術（Beyond2nm、光電融合

等）の研究開発支援

〇半導体の高性能化・グリーン化に向けた
研究開発支援

など

【その他】
○半導体人材育成の取組み
○周辺の関連インフラの整備支援

など

＜関連事業＞
・ポスト５Ｇ情報通信システ
ム基盤強化研究開発事業
・特定半導体基金事業
・安定供給確保支 援事業
（半導体）
・安定供給確保支援事業
（電子部品）
・省エネ半導体関連開発事
業
・地域産業構造転換インフ
ラ交付金
・戦略分野国内生産促進
税制

など

〇日本の産業にとって重要な半導

体等※の国内需要量に対する
国内生産能力の確保

〇半導体を使用する製品に係る
二酸化炭素の排出削減量

○公的支援により生産が実現した
又は技術が確立された各種半導
体・電子部品の二酸化炭素排出
削減性能

など

※次世代半導体を始め、日本の企業の製品・
サービスの安定供給に必要不可欠な半導体等

ロジックモデル（EBPMアクションプラン2024）

※分析・検証方法等詳細：EBPMアクションプラン2024（P73-）
※KGI・KPI：経済・財政新生計画 進捗管理・点検・評価表 2025、P134-）

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/committee/20241217/report_241226_1.pdf
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/report_20250526.pdf
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